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平成 30年 7 月 31日 

各      位 

会社名 株式会社ウェッジホールディングス 

代表者名  代表取締役社長兼 CEO 此下 竜矢 

（コード 2388 東証ＪＡＳＤＡＱ市場） 

問合せ先 開示担当       小竹 康博 

（TEL 03 － 6225 － 2207） 

 

第三者割当による第 10 回新株予約権及び第３回無担保転換社債型新株予約権付社債

の発行に関するお知らせ 

 

 

当社は、平成 30年 7 月 31日付取締役会において、以下のとおり、第三者割当の方法による第 10回

新株予約権（以下、「本新株予約権」といいます。）及び第３回無担保転換社債型新株予約権付社債（以

下、「本転換社債」といいます。）の発行を行うことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１  募集の概要 

第 10 回新株予約権発行の概要 

① 発行期日 平成 30 年 8 月 17 日（金） 

② 発行新株予約権

の総数 

29,350 個（新株予約権 1 個につき、100 株）  

③ 発行価額 総額 6,955,950 円（新株予約権 1 個当たり 237 円） 

④ 当該発行による

潜在株式数 

行使価額 210 円における潜在株式数：2,935,000 株 

 

⑤ 資金調達の額 623,305,950,円（概算手取額 604,000,000 円） 

（内訳）新株予約権発行分： 6,955,950 円 

新株予約権行使分： 616,350,000 円） 

⑥ 行使価額 行使価額は、210 円とします。 

 

⑦ 募集又は割当方

法 

第三者割当により割り当てます。 

 

⑧ 割当先 BENEFIT POWER INC. 29,350 個 

 

⑨ その他 譲渡制限、取得条項、取得請求条項があります。 

本新株予約権の発行については、金融商品取引法に基づく

届出の効力発生を条件とします。 

 

 



 2 

第３回無担保転換社債型新株予約権付社債 

① 発行期日 平成 30 年 8 月 17 日（金） 

② 新株予約権の総

数 

40 個 

③ 社債及び新株予

約権の発行価額 

各本転換社債の払込金額：2,900,000 円（各転換社債の金

額 100 円につき 100 円） 

各新株予約権の払込金額：無償とする  

④ 当該発行による

潜在株式数 

転換価額 189 円における潜在株式数：613,756 株 

 

⑤ 資金調達の額 116,000,000 円（概算手取額 116,000,000 円） 

（内訳）本転換社債の払込金額の総額（各本転換社債の金

額に各本転換社債の総数を乗じた数）：116,000,000 円 

 

⑥ 転換価額 転換価額は、189 円とします。 

 

⑦ 募集又は割当方

法 

第三者割当により割り当てます。 

 

⑧ 割当先 BENEFIT POWER INC.：116,000,000 円（40 個） 

 

⑨ 利率及び償還期

日 

利率：2.5％ 

償還期日：平成 32 年 8 月 16 日 

⑩ その他 取得条項があります。 

本転換社債の発行については、金融商品取引法に基づく届

出の効力発生を条件とします。 

 

 

２ 募集の目的及び理由 

当社は、親会社の昭和ホールディングス株式会社と合同で策定し平成 27 年 6 月 15 日公表した

当社グループの中期経営計画「アクセルプラン 2015 ギア２「加速」」におきましては平成 30 年

３月期末において未達となりましたが、ライトアセットで主に ASEAN 地域を中心に事業展開を

行うことで、当社グループを継続的に成長させることを目標として事業活動を継続しております。

そのような中、親会社の昭和ホールディングス株式会社は、当該中期経営計画をさらに進化させ

た次期中期経営計画アクセルプランⅢ「再発進」2018～2023（以下、「次期中期経営計画」とい

います。）を、平成 30 年６月 27 日に発表いたしました。当社グループが営む Digital Finance 事

業及びコンテンツ事業の中期経営計画については、アクセルプランⅢ「再発進」2018～2023 に含

まれており、当該中期経営計画を達成するために資金を投入していく予定です。 

 

当社グループは、平成 28 年 9 月期において、主に Digital Finance 事業の伸長により連結売上

高 92.94 億円、連結営業利益 32.91 億円、連結経常利益 30.96 億円、親会社株主に帰属する当期

純利益 5.83 億円を計上いたしました。しかしながら、平成 29 年 10 月 16 日に、当該事業を行う

当社連結子会社 Group Lease PCL におきまして、当時の同社取締役最高経営責任者である此下益

司氏がタイ証券取引委員会（以下、「タイ SEC」といいます。）から、偽計及び不正行為の可能性

を指摘され、当該案件はタイ SEC の申し立てによりタイ法務省特別捜査局（以下、「タイ DSI」

といいます。）の調査を受けることとなりました。そしてその後、Group Lease PCL の大口債権

者である J トラスト子会社 J Trust Asia. Pte. Ltd.から、Group Lease PCL 及び同社の子会社等
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が複数の訴訟の提起を受け係争中であり、これらの影響は、現在においても当社グループの様々

な面に影響を及ぼしており、当然に当社の資金調達交渉にも影響を与えております。 

（当該事案につきましては、当社ホームページ上の平成 29年10月16日付「Group Lease Public 

Company Limited 株式取引の一時停止について」を第一回目とし、その後も（経過報告）として

継続的に公表しておりますのでご参照ください。以下、これらの状況をまとめ「本件事案」とい

います。） 

当社は、平成 29 年 11 月には、本件事案の影響を当社の財務諸表上どのように取り扱うべきか

検討を進めておりましたが、その時点で本件事案に関連して生じる可能性のあるすべてのリスク

（損失）を当社の連結財務諸表に反映し投資家の皆様に公表すべきと考え、平成 29 年 12 月 14

日に公表した平成 29 年 9 月期決算短信（連結）において、多額の貸倒引当金及び投資損失等を計

上することといたしました。その結果も影響し、連結売上高 100.46 億円、連結営業利益 32.33 億

円、連結経常損失△24.46 億円、親会社株主に帰属する当期純損失△40.04 億円となりました。 

（当該平成 29 年 12 月 14 日に当社が公表した貸倒引当金及び投資損失等の詳細につきまして

は、当社ホームページ上の平成 29 年 12 月 14 日付「当社の財務諸表に重要な影響を及ぼす販売

費及び一般管理費、営業外収益、営業外費用、特別損失の発生に関するお知らせ」を、また、平

成 29 年 9 月期の当社の業績につきましては、平成 29 年 12 月 14 日付「平成 29 年 9 月期 決算

短信[日本基準]（連結）」をご参照ください。） 

 

当社グループといたしましては、次期中期経営計画を策定するにあたり本件事案が発生以後の

当社の置かれている状況を鑑み、今後も事業活動を維持、永続的に発展していくために、コンテ

ンツ事業では新規事業の展開を推進し、また、Digital Finance 事業では、同事業を中心的に推進

している当社連結子会社 Group Lease PCL の株式を追加取得すべきであると考え、現在の当社グ

ループの収益及びキャッシュ・フローの額を上回る投資が必要であると考えております。現時点

において、当社グループでは、次期中期経営計画の策定を行い、Digital Finance 事業、コンテン

ツ事業の２事業において、新たな資金調達が必要であると判断いたしました。 

それぞれの事業における必要事業展開資金の概要は、以下の通りです。 

 

（１）Digital Finance 事業（約 5.80 億円） 

当社グループにおいて、Digital Finance 事業は、タイ証券取引所に上場している Group Lease 

PCL が主体となって進めております。当社の連結子会社 Engine Holdings Asia PTE.LTD.（持株

比率 100％）が、Group Lease PCL の株式を 33.80%保有しており、直近（平成 30 年３月 31 日

現在）の議決権比率は 39.85％と 40％を下回っていますが、直近３年間に開催された Group Lease 

PCL の株主総会で議決権を行使しなかった株主が存在しており、その有効議決権に対し当社グル

ープが過半数を占める状態が継続していること等により、当社は連結対象とする実質基準を満たす

ことで、Group Lease PCL を当社の連結子会社としております。当該持株の状況を図解いたしま

すと以下の通りとなります。 
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Digital Finance 事業は、現在の当社グループにおける最大の収益力の源泉であり、今後も引き

続き最も注力していかなければならない事業であり、現時点ではタイ王国を皮切りにカンボジア王

国、ラオス人民民主共和国、ミャンマー連邦共和国、インドネシア共和国、スリランカ民主社会主

義共和国において事業展開をしております。また、取り扱っているファイナンスサービスも、当初

のオートバイや農機具等のファイナンスにとどまらず、動産ファイナンスやマイクロファイナンス

等広範囲に渡りサービスの提供を行っております。 

有価証券報告書のリスク情報にも記載のとおり Group Lease PCL は J Trust Asia. Pte. Ltd.か

ら訴訟の提起がされており係争中となっております。このような状況下ではありますが、Group 

Lease PCL の本業は過去５年間で売上高が２倍以上に成長している事実を前提として、Digital 

Finance 事業は当社グループのセグメント利益の 112.90％を稼ぎ出す重要な事業であり当社とし

ては Group Lease PCL を連結子会社として持分を維持すること、また持分比率を向上することに

より当社の連結損益へ取り込む利益を増加させることが、当社グループの企業価値向上に寄与する

ものと考えております。 

当社としましては現在 Group Lease PCL の新株予約権を 55,990,564 個（行使価額 40 タイバ

ーツ、GL の普通株式 55,990,564 株分、持株比率 3.67％分、行使期限 2018 年７月 31 日）保有し

ておりますが、今回は行使価額が現在の株価水準よりも高いことから新株予約権を行使せず、

Group Lease PCL 株式をタイ証券市場での買付や株式保有者のうち売却を希望する方が見つかる

ようならば相対での取得等により持分比率を上昇させることを考えております。現在の株価及び為

替レートでは約 33,161,800 株分、持株比率 2.17％分を取得できることになり、当社の持分比率の

下落に備えることができます。今後 Group Lease PCL の新株予約権が当社グループ以外の保有者

に行使されることにより 31.54％まで持株比率が下落する可能性がありますが、本件取得により

33.57％を維持することが可能となります。これにより今後の株主総会における有効議決権に対し

て、当社グループが過半数を占めることが可能な状況を継続し、Group Lease PCL の連結を維持

すること及び当社連結損益への取込利益を増加させることにより、当社グループの企業価値向上に

寄与するものと考えております。なお、このたびの資金調達は当社の発行済株式の 10％程度の範

囲内で行うことでファイナンシャルアドバイザーである KHNG 株式会社を通じて割当予定先の

BENEFIT POWER INC.のファイナンシャルアドバイザーである株式会社 NGU の小杉洋介氏と

協議の上決定しております。したがいまして、調達金額のうちコンテンツ事業へ投下する資金を確

保した残りの全額については Group Lease PCL 株式の追加取得に使用する予定です。 

  

 

当社 ㈱ウェッジ 

ホールディングス 

Engine Holdings Asia 

PTE.LTD 

Group Lease PCL 

100.00%  33.80%  
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（２）コンテンツ事業（約 1.4 億円） 

当社グループにおきましては、コンテンツ事業は、当社自身が主体となって進めており、現在

日本国内においてアニメ、ゲーム、電子書籍などのコンテンツの作成、商品全体の企画・製作・

請負を行っております。 

今般、当社は、アジア各国において日本のアニメやゲーム等といったコンテンツの人気が高ま

っていることから、タイ王国やインドネシア共和国、ベトナム社会主義共和国で日本のアニメや

ゲームのイベントに参画し、また、アジア諸国のコンテンツの才能の発掘・育成を行うことを目

的としてイラストレーターコンテストを実施しております。現在では、日本のアニメやゲーム等

のコンテンツをアジア各国において事業化するプロジェクトが進行しております。 

直近の状況といたしましては、年内を目途にベトナム及びインドネシアにおきまして、日本の

アニメを題材としたトレーディングカードゲームの発売計画を進めておりますが、このような事

業が企画段階から事業化し、当該事業が軌道に乗るまでには相応の時間がかかることとなります

ので、今回の新株予約権付社債の発行により調達する資金、及び、新株予約権の行使により調達

する資金の一部は、これらアジア各国におけるコンテンツ事業の展開を行う為の投資的な費用や、

増加運転資金として利用する予定です。 

具体的には、概算投入費用の内訳として、現地語化したトレーディングカードゲームの製造販

売費用 78 百万円、販売先開拓及びプロモーション活動等に係る人件費 32 百万円、広告宣伝費

12 百万円、流通費用 7.8 百万円、その他 10 百万円を見込んでおります。 

 

以上の通り、この度本第三者割当による新株予約権及び転換社債の発行並びにそれらの行使及

び転換に伴い調達する予定の資金につきましては、その資金使途が主に長期的な株式取得・保有

や、増加運転資金であることから、現在当社の保有する現預金は今後の運転資金として手元に残

し、必要となる資金の全額を外部調達することとしております。これは、当社の予定している資

金使途が、主に子会社株式の追加取得や増加運転資金といった事業の継続を前提として、当社グ

ループの長期的な成長に供される資金であり、少なくとも短期～中期で当該投資資金の回収を考

えるべきものではなく、当社の財務の健全性を確保する為にも、全額を外部調達により資金確保

を行うべきと考えております。その具体的な考え方は以下の通りとなります。 

 

（子会社株式の追加取得費用） 

子会社株式の追加取得につきましては、当社の連結子会社への支配力を安定的かつ継続的に維

持するのに必要となる資金となります。特にこのたび取得予定の Group Lease PCL は、セグメ

ント利益の 112.90％を捻出する最も重要な子会社となり、同社の支配権を上げることは当社の

優先課題の一つであります。以上のように子会社の投資は短中期的に回収が見込まれるものでは

なく、また子会社の事業が成長しているタイミングにおいては、子会社の利益の多くは再投資に

利用されるべきと考えられることから、このたびは新たに外部資金の調達が必要となっておりま

す。 

 

（増加運転資金） 

増加運転資金につきましては、コンテンツ事業を ASEAN で展開するために必要となる資金と
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なります。これまでの日本国内での事業から新たな国への進出となることから、必要となる運転

資金が増加することが見込まれます。従前の事業から得られる収益以上に資金が必要となるため、

新たに外部資金の調達が必要性となっております。 

 

また、当該必要資金を外部調達で行うことにつきましては、金融機関からの間接金融も検討い

たしましたが、現在行っている当社と金融機関との折衝状況から勘案すると、当社の資金使途に

見合うようなタイムリーな調達は困難な状況であり、特に、本件事案が生じてからは金融機関か

らの新規の資金調達を得るためには、今まで以上に長期に渡る交渉及び説明を要することとなり、

より難易度が高くなっております。このような状況からこの度は必要資金の全額を当社の財務基

盤の充実を図ることもできる増資等のエクイティー・ファイナンスで調達することといたしまし

た。 

 

一方、エクイティー・ファイナンスでの調達を行うことにいたしましても、その手法は、公募

増資、株主割当増資、ライツオファリング等様々な手法があります。それらにつきましても検討

を進めておりましたが、まず、公募増資につきましては、発行までの手続きが多いことから資金

調達まで期間は通常でも数週間の準備期間を要し、この度の当社が予定している資金使途からは

一度に全額資金を調達する必要性は薄く、希薄化の影響が緩やかに進行する転換社債及び新株予

約権での調達の方が優れていると考えておりました。また、公募増資で調達できる金額につきま

しては、時価から発行価格がディスカウントされることに加え、相応の公募増資の株式発行費用

が掛かることになりますので、最終の手取り金額が減衰するスキームとなります。特に、この度

当社が必要とする資金が約 7.20 億円程度であることを勘案いたしますと、発行価格のディスカ

ウントと公募増資の発行費用が、調達資金に占める割合が大きくなりすぎてしまいますので、コ

スト的に見合わないスキームであると判断いたしました。 

 

また、株主割当増資、ライツオファリングにつきましてしては、公募増資よりも手続きは比較

的簡易であり、公募増資よりも短い準備期間で資金調達は可能という状況でありましたが、法的

に増資手法として確立はしているものの、過去実例も少ないとのことで証券会社や証券代行会社

の作業負担も大きく、引受証券会社が見つからなかったという経緯があり、また、前述の通り事

例も少なくリーガルフィーが高くなる傾向にありましたので、株主割当増資、ライツオファリン

グという調達手法をとることはできないと判断いたしました。 

 

以上の検討を踏まえ、この度エクイティー・ファイナンスでの資金調達手法は、第三者割当で

行うことが、手続きも簡易であり準備期間が短期間で済むこと、及び、調達コストがリーズナブ

ルであると考えておりました。 

 

このような状況下、平成 30 年 4 月下旪に当社はアドバイザリー業務を事業として展開してい

る KHNG 株式会社（神奈川県逗子市小坪 6-6-46 代表取締役 星野智之）にファイナンスに関

する営業を受け、当社が第三者割当増資の引き受け手を探していることを相談したところ、

BENEFIT POWER INC.を引受先の投資家としてご紹介していただきました。BENEFIT 
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POWER INC.の代表者 ZOU DAOJI 氏には、先方のファイナンシャルアドバイザーである株式

会社 NGU を通じて当社グループの事業戦略及び、資金使途等を理解していただいたうえで、既

存株主様の不利益を最小限に抑えたいという当社の意向を受け、平成 30 年 6 月に、転換社債型

新株予約権付社債及び新株予約権の発行という方法でご提案いただきましたので、当該スキーム

の検討も進めました。 

一般的に新株予約権の発行による資金調達は、割当先の自由裁量により新株予約権の行使が可

能となることから、当社が権利行使の量とタイミングをコントロールすることができず、さらに、

行使価額の修正条項がつくことで株価の変動（下落）により、必要とする資金を調達ができない

ことが想定されます。そのような状況を前提として、当社といたしましては、 

①当面必要と考えられる資金については、転換社債型新株予約権付社債で調達できること。 

②そもそも、割当先は、新株予約権を行使することを意図し、当社に資金調達の提案をしてき

たものであり、行使期間内の比較的早い段階で、資金調達ができる可能性が高いと考えられるこ

と。 

③当社が予定している資金使途につきましては、一度に多額の資金が必要となるというよりも、

時間の経過に応じ平準的に資金の使用をする形態が多いことから、資金調達の進捗に合わせて、

資金使途（資金計画）を進めていけること 

④この度の新株予約権及び転換社債型新株予約権付社債の発行要項には行使価額修正条件が

付されていないことから、仮に当社の株価の下落等により、当社の必要とする資金が調達できな

い場合も生じますが、上記②に記載と同様の理由で、当社の資金使途は一度にお金が出ているも

のではないことから、資金計画の縮小や中断も可能であり、同時に別の資金調達手段を検討する

時間的余地もあること 

という理由から、割当先による第三者割当による新株予約権及び転換社債型新株予約権付社債

の提案を採用することといたしました。 

 

なお、割当先には、本新株予約権及び本転換社債の発行による調達資金が、当社の今後事業展

開を進める上で必要な資金であることをご理解いただいており、新株予約権を前向きに行使する

ことを前提に本新株予約権の引き受けをする旨、口頭にて確認しております。 

また、本第三者割当による新株予約権には、当社取締役会の決議により、取得日の 14 日前ま

でに通知を行うことにより、本新株予約権を取得すること、及び取得する日を決議できる内容の

取得条項を付しております。これは、割当予定先の新株予約権の行使が行われなかった場合、ま

た、株価の上昇に伴い他の方法による資金調達手段が有利な条件で提案される見込みがある場合

に、当社が新たな資金調達を検討し、それを進める場合に必要になると考え設定したものです。 

本新株予約権には、株価が 10 取引日連続して行使価額を 20％以上上回っている場合、10 取

引日の１日平均出来高の 10％に相当する本新株予約権付の行使を保証する条項を付しておりま

す。これは株価の上昇により行使が促進されることを考え設定したものです。 

本新株予約権には、株価が 20 取引日連続して行使価額の 50％を下回っている場合、本新株予

約権者は取得日の 14 日前までに通知を行うことにより、本新株予約権を取得請求することがで

きる取得請求条項を付しております。これは、割当予定先との協議により設定したものです。 

本転換社債には、取得日の 14 日前までに通知を行うことにより、本転換社債を繰上償還する
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ことができる取得条項を付しております。これは、株価の上昇に伴い他の方法による資金調達手

段が有利な条件で提案される見込みがある場合に、当社が新たな資金調達を検討し、それを進め

る場合に必要になると考え設定したものです。 

本転換社債には、当社が第 10 回新株予約権を発行要項に基づき取得する場合、その取得日前

に残存する本転換社債の全部を額面 100 円につき金 100 円で繰上償還する繰上償還請求条項を

付しております。これは、割当予定先との協議により設定したものです。なお、転換行使保証条

項は付しておりません。 

 

 

 

今回の調達金額の規模は新株予約権による調達が 623 百万円（2,935,000 株、発行済株式数の

8.27％、議決権数の 8.28％）及び転換社債型新株予約権付社債による調達が 116 百万円（613,756

株、発行済株式数の 1.73％、議決権数の 1.73％）、及びで合計 7 億 39 百万円となり、すべての権利

が行使された後の発行株式数は 3,548,756 株で、平成 30 年 3 月 31 日現在の発行済株式数の 10.00％

となります。 

この調達規模につきましては、この度の資金使途が上記（１）（２）に記載させていただきまし

た通り、当社グループの各事業が継続する上で必須なものである以上、今後の当社の企業価値の

維持・向上には必須なものであると判断しております。そのため、この度の第三者割当による新

株予約権の行使による既存株式の希薄化は 10.01％（議決権ベース）が生じることとなりますが、

適切な調達規模であると考えております。 

 

また、この度の資金調達につきましては、「公募」ではなく、「第三者割当」で調達をおこない、

その割当予定先を BENEFIT POWER INC.とすることにしております。BENEFIT POWER INC.

の代表者 ZOU DAOJI 氏には、先方のファイナンシャルアドバイザーである株式会社 NGU を通じ

て当社グループの事業戦略及び、資金使途等を理解していただいたうえで、既存株主様の不利益を

最小限に抑えたいという当社の意向を受け、平成 30 年 6 月に、転換社債型新株予約権付社債及び新

株予約権の発行という方法でご提案いただきました。これを基に、当社は割当予定先等と協議を重

ね、昨今の資金調達手段の商品設計等について、市場の公平性や既存株主への配慮といった観点か

ら、行使価格修正条項を付さない転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の発行及び割当をす

ることとしました。また、資本政策に変更が生じた際には、当社の判断において本転換社債及び本

新株予約権の全部又は一部を発行価額相当額で取得することができること、当社の経営方針への悪

影響を防止するべく当社の経営に介入する意思がないこと等を総合的に勘案した上で決定いたしま

した。 

 

 

（３）本新株予約権の特徴 

本新株予約権の特徴は、次のとおりとなります。 

＜メリットとなる要素＞ 

① 本新株予約権は、発行当初から行使価額 210 円で固定されており、行使価額修正条項付きのい
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わゆるＭＳＣＢやＭＳワラントと異なり、将来的な市場株価の変更によって行使価額が変動するこ

とはありません。また、本新株予約権の目的となる株式の総数についても、発行当初から 2,935,000

株で固定されており、将来的な市場株価の変動によって潜在株式数が変動することはありません。

なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、行使価額及び割当株式数の双方が本新株予約権

の発行要項に従って調整されます。 

② 当社は取締役会の決議により本新株予約権の払込期日の翌日以降、取得日の 14 日前までに通

知することによりいつでも、取得することができます。 

③ 本新株予約権の譲渡については、当社の取締役会の決議による承認を要する旨の制限を付けて

おります。 

 

＜デメリットとなる要素＞ 

① 本新株予約権の行使が進んだ場合、2,935,000 株の新株式が交付されるため、既存株式の希薄

化が生じることとなります。 

② 当社株式が行使価額を下回って推移している場合には、本新株予約権の行使が進まず当社の予

定する資金調達が十分に行えない可能性があります。 

③ 割当予定先である BENEFIT POWER INC.は、本新株予約権の行使により取得した当社普通

株式を市場において売却する可能性があります。この場合、当社の株価が下がる可能性があります。 

④ 当社株式の株価が 20 取引日連続して行使価額の 50%を下回っている場合、本新株予約権者は

取得日の 14 日前までに通知することにより、本新株予約権を取得請求することができます。これに

より当社が資金調達できない可能性があります。 

 

（４）本転換社債の特徴 

本転換社債の特徴は、次のとおりとなります。 

＜メリットとなる要素＞ 

① 本転換社債は、発行当初から転換価額 189 円（発行決議日の前日の終値の 90%）で固定され

ており、行使価額修正条項付きのいわゆるＭＳＣＢやＭＳワラントと異なり、将来的な市場株価の

変更によって転換価額が変動することはありません。また、本転換社債の目的となる株式の総数に

ついても、発行当初から 613,756 株で固定されており、将来的な市場株価の変動によって潜在株式

数が変動することはありません。なお、株式分割等の一定の事由が生じた場合には、転換価額及び

割当株式数の双方が本転換社債の発行要項に従って調整されます。 

②当社は本転換社債権者と合意の上本転換社債の発行後いつでも、本転換社債を取得することが

できます。 

 

＜デメリットとなる要素＞ 

① 本転換社債の転換が進んだ場合、613,756 株の新株式が交付されるため、既存株式の希薄化が

生じることとなります。 

② 割当予定先である BENEFIT POWER INC.は、本転換社債の転換により取得した当社普通株

式を市場において売却する可能性があります。この場合、当社の株価が下がる可能性があります。 

③ 第 10 回新株予約権を発行要項に基づき取得する場合、本転換社債を全額繰上償還することと
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なり、調達した資金が有効に活用できない可能性があります。 

 

３ 調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

 （１）調達する資金の額 

① 払込金額の総額 739 百万円 

（内訳）  

（ア）本社債の発行による調達額 116 百万円 

（イ）第 10 回新株予約権の発行 7 百万円 

（ウ）第 10 回新株予約権の行使 616 百万円 

② 発行諸費用の概算額 19 百万円 

③ 差引手取概算額 720 百万円 

（注 1） 上記の金額について、本新株予約権の行使期間内に行使が行われない場合、又は当社が当該

新株予約権を買戻し消却した場合には、減少いたします。 

（注 2） 発行諸費用の内訳は、登記関連費用、新株予約権の算定費用、証券代行費用、弁護士費用等

の概算合計額となります。なお、発行諸費用には消費税等は含まれておりません。 

 

 

 （２）調達する資金の具体的な使途 

当社は、上記「３．（１）調達する資金の額」に記載させていただきました通り、この度の調達で、

合計 720 百万円（手取概算額）を獲得する見込みです。この中で、一部の調達資金は、新株予約権

の行使によるものでありますので、当該手取概算額の全ての資金が当初から一括で当社の手元に入

ることにはなりません。当社といたしまして、調達額合計が手許に入るまでの間は、手元現預金を

利用しながら、資金調達のタイミングを考慮し、具体的には、本社債の発行に係る資金調達 116 百

万円、本新株予約権の払込金額の総額 7 百万円につきましては、「２ 募集の目的及び理由」の「（２）

コンテンツ事業（約 1.4 億円）」に記載しましたコンテンツ事業のアジア各国に展開する費用の一部

に投下し、状況を見ながら、本新株予約権の行使による払込金額の入金に従い実施していく予定で

す。また「２ 募集の目的及び理由」の「（１）Digital Finance 事業（約 5.80 億円）」に記載しま

した Digital Finance 事業における子会社株式の追加取得への資金投下につきましては、本新株予約

権の行使による払込金額の入金に従い実施していく予定です。 

なお、仮に、割当予定先が新株予約権の行使を行わず、予定した資金調達（最大約 7.39 億円）の

調達ができなかった場合には、手元現預金を考慮して、現在予定している資金使途の中でその時点

で優先順位の高いものから資金を使用して参ります。また同時に、新株予約権の割当予定先の再考

や、他の資金調達方法の検討を進めていく予定です。 

 

各事業への投資額及び主な使途は以下の通りとなります。 

具体的な使途 金額（円） 支出予定時期 

① Digital Finance 事業への出資 

 

 

 

 

② コンテンツ事業 

（ASEAN 事業展開） 

（増加運転資金） 

580,000,000 円 

 

 

 

 

140,000,000 円 

 

平成 30 年 8 月＊ 

～ 

平成 32 年 8 月 

 

 

平成 30 年 8 月 

～ 
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 平成 32 年 8 月 

    ＊Digital Finance 事業への出資は、Group Lease PCL の株式取得となります。 

 

４ 資金使途の合理性に関する考え方 

当社は、エクイティー・ファイナンスによる資金調達につきましては、当社の財務基盤の安定の

みならず、調達した資金の使途から得られるメリットが、当社の企業価値の維持・向上に寄与する

ことが重要だと考えております。 

この度の資金調達に資金使途の合理性につきましては、Digital Finance 事業は、当社グループの

中では高収益で、安定的に成長しており、今後ますます成長し当社グループに対し多大な収益をも

たらすものと考えられますので、当社が Digital Finance 事業に資金を投下し、また、Digital Finance

事業を行う連結子会社 Group Lease PCL の持株比率を維持・向上させることにより、同事業が

ASEAN 全域で事業展開することに通じ、当社グループの更なる収益拡大及び企業価値向上に寄与

するものと考えております。 

また、コンテンツ事業は縮小する日本国内市場から圧倒的に成長しているアジア市場へと拡大し、

今後のコンテンツ事業の収益拡大を目論むものであり、当社グループの企業価値の維持・向上に寄

与するものと考えております。 

 

最後に、今回の第三者割当を行うことについての取締役会の判断につきましては、取締役会の社

外取締役 3 名から構成される監査等委員会から、当該第三者割当増資にかかる議論の経緯を厳格に

モニタリングしてもらい、また、決定手続きが適正に行われていることを監視していただきつつ、

適宜必要な意見をいただきながら議論を進めました。 

その結果、本第三者割当増資の相当性につきましては、前述のとおり、当社グループの事業の継

続には不可欠なものであり、この度の資金調達は当社株主の利益を損ねることはなく、中長期的に

みても、企業価値の向上に資するものであることから本新株予約権及び本転換社債の発行による資

金調達は適切なものであると判断しております。 

 

５ 発行条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容について 

①新株予約権 

当社は、本新株予約権の発行価額の算定に際しては、公平性を期すため、独立した第三者機関で

あるエースターコンサルティング株式会社（東京都渋谷区渋谷一丁目 17 番 1 号 TOC 第二ビル 代表

取締役 山本 剛史）（以下「第三者算定機関」といいます。）に依頼し、本新株予約権に関する評価

報告書を取得しております。 

第三者算定機関は、一定の前提（権利行使期間、行使価額、当社株式の株価、ボラティリティ

（71.32％）、配当率（０％）、及び無リスク利子率（-0.117％）をおいております。当社の行動とし

ては、行使価額に代替的資金調達コストを上乗せした株価となった場合に取得条項を発動し、本新

株予約権を取得すると想定しております。一方、割当予定先の行動としては、株価が 10取引日連続

して行使価額を 20％以上上回っている場合、10取引日の１日平均出来高の 10％に相当する本新株予
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約権を行使し、取得した株式を市場において売却するものとし、１日に売却する株式数を１日当た

り平均売買出来高の約 10％と想定しております。また、株価が 20 取引日連続して行使価額を 50％

下回った場合に取得請求条項を発動し、本新株予約権を取得請求されると想定しております。その

上で、一般的な株式オプション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いて、

本新株予約権の公正価値を本新株予約権１個当たり 237 円と算定いたしました。 

当社といたしましては、第三者評価機関の行った算定結果は、新株予約権の評価において、一般

的に公正妥当と考えられる算定方法及び手順で検討されていることから、合理的な評価であると判

断し、このたび割当予定先に発行する新株予約権の発行価額につきましても、当該第三者評価機関

の行った評価と同額に決定されておりますので、有利発行には該当せず、適正な価格であると判断

いたしました。 

また、新株予約権の発行価額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査等委

員会の意見等は以下の通りです。 

「新株予約権の発行価額の検討は、第三者評価機関の算定結果に基づき行われており、第三者評

価機関の算定方法や手順は、一般的に公正妥当と判断できること、且つ、割当予定先に発行する新

株予約権の発行価額につきましても、当該第三者評価機関の行った評価と同額に決定されているこ

とから有利発行には当たらないと考えられ、取締役会の決定についても、数字の根拠、検討の経緯、

利害関係者が当該決議に加わらないように配慮すること等、決定手続きはすべて適法適正に行われ

ていることからも、その判断は妥当であると考えております。」 

 

②転換社債型新株予約権付社債 

当社は、本新株予約権付社債の発行価額の算定に際しては、公平性を期すため、独立した第三者

機関であるエースターコンサルティング株式会社（東京都渋谷区渋谷一丁目 17番 1号 TOC第二ビル 

代表取締役 山本 剛史）（以下「第三者算定機関」といいます。）に依頼し、本新株予約権付社債に

関する評価報告書を取得しております。 

第三者算定機関は、一定の前提（権利行使期間、転換価額、当社株式の株価、ボラティリティ

（71.32％）、配当率（０％）、及び無リスク利子率（-0.117％）をおいております。当社の行動とし

ては、転換価額に代替的資金調達コストを上乗せした株価となった場合に取得条項を発動し、本転

換社債を取得すると想定しております。一方、割当予定先の行動としては、株価が転換価額を上回

っている場合、随時普通株式への転換を行い、取得した株式を市場において売却するものとし、１

日に売却する株式数を１日当たり平均売買出来高の約 10％と想定しております。その上で、一般的

な株式オプション価値算定モデルであるモンテカルロ・シミュレーションを用いて、本新株予約権

付社債の公正価値を額面 100 円当たり 96.93円と算定いたしました。 

当社は、本新株予約権付社債について、本新株予約権付社債に新株予約権を付すことにより当社

が得ることのできる経済的利益、すなわち本新株予約権付社債の実質的な対価（額面 100 円につき

100円）と第三者算定機関の算定した公正価値とを比較し、本新株予約権付社債の実質的な対価が本

新株予約権付社債の公正価値を大きく下回る価値ではなく、本新株予約権付社債の発行が特に有利

な条件に該当しないと判断いたしました。 

また、転換社債の転換価額が割当予定先に特に有利でないことに係る適法性に関する監査等委員

会の意見等は以下の通りです。 
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「転換社債の転換価額の検討は、第三者評価機関の算定結果に基づき行われており、第三者評価

機関の算定方法や手順は、一般的に公正妥当と判断できること、且つ、割当予定先に発行する転換

社債の転換価額につきましても、当該第三者評価機関の行った評価額と概ね見合っていることから

有利発行には当たらないと考えられ、取締役会の決定についても、数字の根拠、検討の経緯、利害

関係者が当該決議に加わらないように配慮すること等、決定手続きはすべて適法適正に行われてい

ることからも、その判断は妥当であると考えております。」 

 

 （２）発行数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本新株予約権及び本転換社債の行使又は転換により増加する新株式数（3,548,756 株）の平成 30

年 3 月 31 日現在の当社発行済み株式総数に対する割合は 10.00％（議決権に対する割合は 10.01%）

となっており、それぞれ希薄化が生じることになります。しかしながら、当該資金調達は、当社グ

ループが継続的に事業活動を行う為の資金需要を満たす為のものであり、同時に自己資本の充実と

財務戦略の柔軟性の確保を図り、当社グループの企業価値の向上を目指すものであります。従いま

して、当該資金調達に係る新株予約権及び転換社債の発行数量及び株式の希薄化の規模は合理的で

あると判断しております。 

また、全ての本新株予約権及び本転換社債が行使又は転換された場合に発行される当社の普通株

式 3,548,756 株に対し、当社過去 6 ヶ月間における 1 日あたりの平均出来高は 209,657 株、過去３

ヶ月間における 1 日あたりの平均出来高は 189,334 株、及び過去１ヶ月間における 1 日あたりの平

均出来高は 65,435 株となっております。当該平均出来高を参考に、本新株予約権及び本転換社債が

全て行使又は転換された場合に交付される株式が、株式市場において売却された場合の流通市場へ

の影響は、行使又は転換期間である 2 年間（年間取引日数：245 日/年営業日で計算）で行使して希

薄化規模が最大になった場合、1 日あたりの売却数量は 7,242 株となり、上記過去 6 ヶ月間におけ

る 1 日あたりの平均出来高の 3.5％に留まることから、当社株式は、本新株予約権の目的である株式

の総数を勘案しても一定の流動性を有していると判断しており、本新株予約権及び本転換社債の行

使又は転換により発行された当社株式の売却は、当社株式の流動性によって吸収可能であると判断

しております。 

以上のとおり、当該資金調達が無事成功することにより、当社グループが事業を継続し、且つ、

自己資本の充実も果たすことができることを勘案しますと、当社グループの企業価値向上につなが

ると考えられ、既存株主の利益にもつながることから、本新株予約権及び本転換社債の発行による

株式発行の数量及び希薄化の規模は一定の合理性を有していると判断しております。 
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６ 割当予定先の選定理由等 

 （１）割当先の概要 

① 名称 BENEFIT POWER INC. 

（ベネフィット パワー インク） 

② 所在地 Wickhams Cay 1, Road Town, Tortola, British Virgin Islands 

③ 設立根拠等 英領バージン諸島に設立された法人 

④ 代表者の役職・氏名 Director   ZOU DAOJI 

⑤ 事業内容 投資業 

⑥ 資本金 US$1 

⑦ 設立年月日 2012 年 11 月 15 日 

⑧ 発行済株式数 １株 

⑨ 決算期 10 月 

⑩ 従業員 ０人 

⑪ 要取引先 ドイツ銀行 

⑫ 株主及び持株比率 ZOU DAOJI   100％ 

⑬ 国内代理人の概要 名称 該当事項はありません。 

所在地 該当事項はありません。 

代表者の役職・氏名 該当事項はありません。 

⑭ 当事者間の関係 資本関係 当社と当該会社との間には、記

載すべき資本関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び

関係会社の間には、特筆すべき

資本関係はありません。 

人的関係 当社と当該会社との間には、記

載すべき人的関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び

関係会社の間には、特筆すべき

人的関係はありません。 

取引関係 当社と当該会社との間には、記

載すべき取引関係はありませ

ん。また、当社の関係者及び関

係会社と当該会社の関係者及び

関係会社の間には、特筆すべき

取引関係はありません。 

関連当事者への該当状況 当該会社は、当社の関連当事者

には該当いたしません。また、

当該会社の関係者及び関係会社

は、当社の関連当事者には該当

いたしません。 

注）１．最近３年間の経営成績及び財政状態については、BENEFIT POWER INC.は英領ヴァ

ージン諸島法を設立準拠法とする法人であり、同法に基づき設立された法人には財務諸表の

作成・提出を要求されておらず、作成・提出もしていないことから非開示とさせていただき

ます。 
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注）当社は、割当予定先について、その役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等の反社会的勢力

であるか否かについて、独自に専門の第三者調査機関である株式会社セキュリティ＆リサーチ（住所：

東京都港区赤坂 2-8-11-4F 代表取締役：羽田寿次）に調査を依頼し、同社より調査報告書を受領しま

した。当該調査報告書において、当該割当予定先等の関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報

告を受けております。しかしながら、割当予定先の代表者である ZOU DAOJI 氏についての情報量が

不足している為、状況に応じてヒアリング等の手法を用い、これまでの経緯等を確認する必要がある

ものと考察されると調査報告書に記載があったことから、割当予定先のフィナンシャルアドバイザー

である株式会社 NGU 代表取締役の小杉洋介氏と当社代表取締役である庄司友彦が面談を行い、提案

書を受領した際に、反社会的勢力との関係及び個人の属性を確認し、ZOU DAOJI 氏が反社会的勢力

との関係がないこと及び投資運用業を行う中国の資産家である投資家であることを口頭により説明を

受けることで間接的に確認いたしました。また、株式会社 NGU（住所：東京都千代田区永田町 2-9-6 十

全ビルヂング 5F 代表取締役：小杉洋介）について、株式会社セキュリティ＆リサーチ自身が実施し

ている関係性調査において株式会社セキュリティ＆リサーチと株式会社 NGU との間で一定の関係性

が見つかったことから調査を引き受けていただくことができず、改めて他の第三者機関であるリア

ル・レピュテーション・リサーチ株式会社（住所：東京都港区麻布十番 1-2-3 代表取締役：水田旫）

に調査を依頼し、同社より調査報告書を受領しました。当該調査報告書において。株式会社 NGU の

関係者が反社会勢力とは何ら関係がない旨の報告を受けております。上記のとおり割当予定先、割当

予定先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がないことを確認しており、別途

その旨の確認書を株式会社東京証券取引所に提出しています。 
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（２）割当先を選定した理由 

当社は、当社が必要とする事業資金について、間接金融のみならず、直接金融からの調達を含め、

資金調達方法を検討しておりました。そのような中で、平成 30 年 4 月下旪に当社はアドバイザリー

業務を事業として展開している KHNG 株式会社（神奈川県逗子市小坪 6-6-46 代表取締役 星野智

之）にファイナンスに関する営業を受け、当社が第三者割当増資の引き受け手を探していることを

相談したところ BENEFIT POWER INC.を引受先の投資家としてご紹介していただきました。

BENEFIT POWER INC.の代表者 ZOU DAOJI 氏には、先方のファイナンシャルアドバイザーであ

る株式会社 NGU を通じて当社グループの事業戦略等を理解していただいたうえで、既存株主様の

不利益を最小限に抑えたいという当社の意向を受け、平成 30 年 6 月に、転換社債型新株予約権付社

債及び新株予約権の発行という方法でご提案いただきました。これを基に、当社は割当予定先と協

議を重ね、昨今の資金調達手段の商品設計等について、市場の公平性や既存株主への配慮といった

観点から、行使価格修正条項を付さない転換社債型新株予約権付社債及び新株予約権の発行及び割

当をすることとしました。また、資本政策に変更が生じた際には、当社の判断において本転換社債

及び本新株予約権の全部又は一部を発行価額相当額で取得することができること、当社の経営方針

への悪影響を防止するべく当社の経営に介入する意思がないこと等を総合的に勘案した上で決定い

たしました。 

 

（３）割当予定先の保有方針 

割当予定先である BENEFIT POWER INC.とは、保有方針に関して特段の取決めをしておりませ

んが、純投資を目的としており、本社債の転換並びに本新株予約権の行使により交付を受けること

となる当社普通株式につきましては、市場動向を勘案しながら売却する方針と伺っております。 

 

（４）割当先の払込みに要する財産の所在について確認した内容 

当社は、割当先の払込みに要する財産の存在につきまして、本転換社債及び本新株予約権の権利行使

にかかる資金確保に関し、BENEFIT POWER INC.から平成 30 年６月 30 日現在の銀行口座の残高証

明書を受領しております。払込みや権利行使に十分な資金残高を確認しており、当社としては払い込

みに支障はないと判断しております。 

 

（５）株券貸借に関する契約 

割当予定先と当社及び当社役員との間において、本新株予約権及び本転換社債の行使又は転換に

より取得する当社普通株式に関連して株券貸借に関する契約を締結しておらず、また締結の予定も

ありません。 

 

７ 募集後の大株主及び持株比率 

割当前（平成30年3月31日現在） 割当後 

株主名 持株数（株） 持株比率（％） 持株数（株） 持株比率（％） 

昭和ホールディングス株式会社 22,604,700 63.70 22,604,700 57.91 

明日香野ホールディングス株式会社 1,359,000 3.83 1,359,000 3.48 

野村信託銀行株式会社（投信口） 546,600 1.54 546,600 1.40 
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高橋 新  528,400 1.49 528,400 1.35 

石川 大珍 282,000 0.79 282,000 0.72 

日本証券金融株式会社 273,400 0.77 273,400 0.70 

CHASE MANHATTAN BANK GTS CLIENTS ACCOUNT  

ESCROW 

206,653 0.58 206,653 0.53 

ジャパンポケット株式会社 200,000 0.56 200,000 0.51 

山中 則幸 103,400 0.29 103,400 0.26 

竹内 令子 84,600 0.24  84,600 0.22 

（注）１．上記割合は、平成 30 年 3 月 31 日現在の株主名簿を基にした数値となります。   

   ２．割当予定先の本新株予約権の保有目的は純投資ということであり、割当予定先は、本新株

予約権の行使により取得した当社普通株式を、比較的短期間に売却を行うことを目標としている旨を

口頭にて確認しております。このことから、割当予定先による本新株予約権行使後の当社普通株式の

長期保有は約束されておらず、割当後の大株主に記載はしておりません。 

 

８ 今後の見通し 

当社グループの平成 30 年９月期の連結業績予想に与える影響につきましては、これまで記載させ

ていただきました資金使途に従い各事業に資金投下をしていく予定でありますが、具体的な当社の

業績に与える影響につきましては軽微であると考えております。 

今後業績予想に影響を与える事項が確認できた場合には、速やかにお知らせいたします。 

 

９ 企業行動規範上の手続きに関する事項 

本第三者割当は、希薄化率が 25％未満であること、支配株主の異動を伴うものではないこと、ま

た、新株予約権及び転換社債がすべて行使又は転換された場合であっても、支配株主の異動が見込

まれるものではないことから、東京証券取引所の有価証券上場規程第 432 条「第三者割当に係る遵

守事項」に定める独立第三者から意見の入手及び株主の意思確認手続きは要しません。 

 

 

10 最近３年間の業績及びエクイティー・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成 27 年９月期 平成 28 年９月期 平成 29 年９月期 

連結売上高 8,685,301 千円 9,294,006 千円  10,046,658 千円 

連結営業利益 1,631,540 千円 3,291,126 千円 3,233,833 千円 

連結経常利益 1,913,058 千円 3,096,445 千円 △2,446,851 千円 

連結当期純利益 841,897 千円 583,577 千円 △4,004,000 千円 

1 株当たり当期連結純利益 30.90 円 17.29 円 △113.17 円 

1 株当たり配当金 ― ― ― 

1 株当たり連結純資産 263.84 円 305.89 円 218.82 円 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成 30 年 3 月 31 日現在） 

種類 株式数 発行済株式数に対する比

率 

発行済株式総数 35,487,600 株 100.0% 
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現時点の転換価額（行使価額）

における潜在株式数の総数 

54,243 株 0.15％ 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近の３年間の状況 

 平成 27 年９月期 平成 28 年９月期 平成 29 年９月期 

始 値 186 360 591 

高 値 791 664 1,597 

安 値 153 216 507 

終 値 365 592 561 

 

② 最近６ヶ月間の状況 

 平成 30

年 1 月 

平成 30

年 2 月 

平成 30

年 3 月 

平成 30

年 4 月 

平成 30

年 5 月 

平成 30

年 6 月 

始 値 324 322 309 280 253 224 

高 値 368 330 318 287 274 303 

安 値 312 245 255 218 218 213 

終 値 318 313 277 254 226 216 

 

③ 発行決議日前営業日における株価 

 平成 30 年 7 月 30 日 

始 値 212 円 

高 値 217 円 

安 値 209 円 

終 値 210 円 

 

（４）最近３年間のエクイティー・ファイナンスの状況 

（第三者割当増資） 

（１） 払込期日 平成 27 年 12 月 3 日 

（２） 調達資金の額 3,845,160,000 円 

（３） 発行価額 495 円 

（４） 募集時における発行済株式数 27,356,600 株 

（５） 当該募集による発行株式数 7,768,000 株 

（６） 募集後における発行済株式数 35,124,600 株 

（７） 割当先 昭和ホールディングス株式会社  7,768,000

株  

（８） 発行時における当初の資金使

途 

主に、昭和ホールディングス株式会社の借入

金の返済（資金使途は、連結子会社である

Group Lease PCL のワラントの行使による

同社株式の取得） 

（９） 発行時における支出予定時期 平成 27 年 12 月 

（10） 現時点における充当状況 当初の予定通り充当されました。 

 

（第三者割当による新株予約権の発行） 

（１） 払込期日 平成 27 年 12 月 3 日 

（２） 発行数 3,430 個（新株予約権 1 個につき、100 株） 

（３） 発行価額 新株予約権１個当たり 486 円（発行調達額
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1,666,980 円） 

（４） 当該発行による潜在株式数 343,000 株 

（５） 資金調達の額 171,451,980 円（概算手取額 161,451,980

円） 

（新株予約権による発行調達額  1,666,980

円） 

（新株予約権行使による調達額 169,785,000

円） 

差引手取概算額は、本新株予約権の払込金額の総

額及び本新株予約権の行使に際して出資される

財産の価額の合計額を合算した金額から、本新株

予約権にかかる発行諸費用の概算額を差し引い

た金額となります。 

（６） 行使価額 495 円 

（７） 募集又は割当方法 

（割当先） 

第三者割当 

昭和ホールディングス株式会社  3,430 個  

（８） 現時点における充当状況 当該新株予約権については、その行使期限内

にすべて行使されており、当該新株予約権の

行使に伴い当社が調達した資金につきまし

ては、主に当初予定していた、コンテンツ事

業を行う事業資金として充当されておりま

す。 
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12 発行概要 

  （新株予約権発行要項） 

新株予約権の数 29,350個 

新株予約権の目的となる

株式の種類 

当社普通株式 

完全議決権株式であり、株主の権利に何ら制限のない株式である。 

なお、単元株式数は 100株である。 

募集の方法 第三者割当の方法により、BENEFIT POWER INC.に 29,350 個を割り当てる。 

申込期日 平成 30年 8 月 16日 

割当日 平成 30年 8 月 17日 

払込期日 平成 30年 8 月 17日 

新株予約権１個あたりの

払込金額 

本新株予約権１個当たり 237 円 

新株予約権の目的となる

株式の数 

１．本新株予約権の目的である株式の種類及び総数は、当社普通株式

2,935,000株とし、本新株予約権の１個の行使請求により当社が当社

普通株式を新たに発行又はこれに代えて当社の有する当社普通株式

を処分（以下、当社普通株式の発行又は処分を当社普通株式の「交付」

という。）する数（以下、「割当株式数」という。）は、100株とす

る。但し、本欄第２項ないし第４項により、割当株式数が調整される

場合には、本新株予約権の目的である株式の総数は調整後割当株式数

に応じて調整されるものとする。 

  ２．当社が本表別欄「新株予約権の行使時の払込金額」欄の規定に従って

行使価額の調整を行う場合には、割当株式数は次の算式により調整さ

れるものとする。但し、調整の結果生じる１株未満の端数は切り捨て

るものとする。なお、かかる算式における調整前行使価額及び調整後

行使価額は、本表別欄「新株予約権の行使時の払込金額」第３項に定

める調整前行使価額及び調整後行使価額とする。 

    

調整後割当株式数＝ 
調整前割当株式数×調整前行使価額 

調整後行使価額 

  

  ３．調整後割当株式数の適用日は、当該調整事由にかかる本表別欄「新株

予約権の行使時の払込金額」第３項第(2)号及び第(5)号による行使価

額の調整に関し、各号に定める調整後行使価額を適用する日と同日と

する。 

  ４．割当株式数の調整を行うときは、当社は、調整後割当株式数の適用開

始日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並び

にその事由、調整前割当株式数、調整後割当株式数及びその適用開始

日その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やかに

これを行う。 

本新株予約権の行使に際

して出資される財産の価

額又はその算定方法 

１．各本新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その

価額は、行使価額に割当株式数を乗じた額とする。 
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  ２．本新株予約権の行使により当社が当社普通株式を交付する場合におけ

る株式１株当たりの出資される財産の価額（「行使価額」という）は、

金 210円とする。 

  ３．行使価額の調整 

(1）当社は、本新株予約権の割当日後、本欄第３項第(2)号に掲げる各

事由により当社の発行済普通株式数に変更を生じる場合又は変更

を生じる可能性がある場合は、次に定める算式（以下、「行使価額

調整式」という）をもって行使価額を調整する。 

    

  
  

＝ 

  
  

× 

既発行普通株式数＋ 
交付普通株式数×１株当たりの払込金額 

調整後 

行使価額 

調整前 

行使価額 

１株当たりの時価 

既発行普通株式数＋交付普通株式数 

  

  (2）行使価額調整式により行使価額の調整を行う場合及び調整後行使価

額の適用時期については、次に定めるところによる。 

  ① 本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当

社普通株式を新たに発行し、又は当社の有する当社普通株式を処

分する場合（無償割当てによる場合を含む。）（但し、新株予約

権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使、取得請

求権付株式又は取得条項付株式の取得、その他当社普通株式の交

付を請求できる権利の行使によって当社普通株式を交付する場

合、及び会社分割、株式交換又は合併により当社普通株式を交付

する場合を除く。） 

調整後行使価額は、払込期日（募集に際して払込期間を定めた場

合はその最終日とし、無償割当ての場合はその効力発生日とす

る。）以降、又はかかる発行若しくは処分につき株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日の翌日以

降これを適用する。 

  ② 株式分割により当社普通株式を発行する場合 

調整後の行使価額は、当社普通株式の分割のための基準日の翌日

以降これを適用する。 

  ③ 本欄第３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当

社普通株式を交付する定めのある取得請求権付株式又は本欄第

３項第(4)号②に定める時価を下回る払込金額をもって当社普通

株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約権付社債に付され

たものを含む。）を発行又は付与する場合 

調整後行使価額は、取得請求権付株式の全部に係る取得請求権又

は新株予約権の全部が当初の条件で行使されたものとみなして

行使価額調整式を適用して算出するものとし、払込期日（新株予

約権の場合は割当日）以降又は（無償割当ての場合は）効力発生



 22 

日以降これを適用する。但し、株主に割当てを受ける権利を与え

るための株主割当日がある場合には、その日の翌日以降これを適

用する。 

  ④ 当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権（新株

予約権付社債に付されたものを含む。）の取得と引換えに本欄第

３項第(4)号②に定める時価を下回る価額をもって当社普通株式

を交付する場合 

調整後行使価額は、取得日の翌日以降にこれを適用する。 

  (3）行使価額調整式により算出された調整後の行使価額と調整前の行使

価額との差額が１円未満にとどまる場合は、行使価額の調整は行わ

ない。但し、その後の行使価額の調整を必要とする事由が発生し行

使価額を調整する場合は、行使価額調整式中の調整前行使価額に代

えて、調整前行使価額からこの差額を差引いた額を使用する。 

  (4）その他 

  ① 行使価額調整式の計算については、円位未満小数第３位まで算出

し、小数第３位を切り捨てるものとする。 

  ② 行使価額調整式で使用する時価は、調整後行使価額が初めて適用

される日に先立つ 45取引日目に始まる 30取引日（終値のない日

数を除く。）の金融商品取引所における当社普通株式の普通取引

の終値の単純平均値とする。この場合、平均値の計算は、円位未

満小数第３位まで算出し、その小数第３位を切り捨てるものとす

る。 

  ③ 行使価額調整式で使用する既発行普通株式数は、株主に割当てを

受ける権利を与えるための基準日がある場合はその日、また、か

かる基準日がない場合は、調整後行使価額を初めて適用する日の

１ヶ月前の日における当社の発行済普通株式の総数から、当該日

において当社の保有する当社普通株式を控除した数とする。 

  (5）本欄第３項第(2)号の行使価額の調整を必要とする場合以外にも、

次に掲げる場合には、当社は必要な行使価額の調整を行う。 

  ① 株式の併合、資本の減少、会社分割、株式移転、株式交換又は合

併のために行使価額の調整を必要とするとき。 

  ② その他当社の発行済普通株式数の変更又は変更の可能性が生じ

る事由の発生により行使価額の調整を必要とするとき。 

  ③ 行使価額を調整すべき複数の事由が相接して発生し、一方の事由

に基づく調整後行使価額の算出にあたり使用すべき時価につき、

他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。 

  (6）行使価額の調整を行うときは、当社は、調整後行使価額の適用開始

日の前日までに、本新株予約権者に対し、かかる調整を行う旨並び

にその事由、調整前行使価額、調整後行使価額及びその適用開始日

その他必要な事項を書面で通知する。但し、適用開始日の前日まで

に上記通知を行うことができない場合には、適用開始日以降速やか

にこれを行う。 

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価額の総額 

 623,305,950 円 

（注） すべての新株予約権が行使されたと仮定して算出された金額であ

る。新株予約権の権利行使期間内に行使が行われない場合、新株予約
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権者がその権利を喪失した場合及び当社が取得した新株予約権を消

却した場合には、上記株式の発行価額の総額は減少する。 

新株予約権の行使により

株式を発行する場合の株

式の発行価格及び資本組

入額 

１．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価格 

本新株予約権の行使により発行する当社普通株式１株の発行価格は、

行使請求に係る各本新株予約権の行使に際して出資される財産の総

額に、行使請求に係る各本新株予約権の払込金額の総額を加えた額

を、本表別欄「新株予約権の目的となる株式の数」記載の株式の数で

除した額とする。 

  ２．本新株予約権の行使により株式を発行する場合の増加する資本金及び

資本準備金 

本新株予約権の行使により当社普通株式を発行する場合において増

加する資本金の額は、会社計算規則第 17条第１項の規定に従い算出

される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし（計算の結果１円未

満の端数を生じる場合はその端数を切り上げた額とする。）、当該資

本金等増加限度額から増加する資本金の額を減じた額を増加する資

本準備金の額とする。 

新株予約権の行使期間 平成 30年 8 月 17日から平成 33 年 8月 16 日までとする。（但し、本表別

欄「自己新株予約権の取得の事由及び取得の条件」に従って当社が本新株

予約権の全部又は一部を取得する場合、当社が取得する本新株予約権につ

いては、取得日の前日までとする。） 

新株予約権の行使請求の

受付場所、取次場所及び払

込取扱場所 

１．新株予約権の行使請求の受付場所 

株式会社ウェッジホールディングス ビジネスサポート部 

東京都中央区日本橋本町一丁目９番４号 

２．新株予約権の行使請求の取次場所 

該当事項はない。 

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所 

株式会社みずほ銀行 芝支店 

東京都港区芝五丁目３４番７号 

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできない。 

自己新株予約権の取得事

由及び取得の条件 

当社は、本新株予約権の取得が必要と当社取締役会が決議した場合は、本

新株予約権の払込期日の翌日以降いつでも、取得の対象となる本新株予

約権の新株予約権者に対し、取得日の通知を当該取得日の 14日前までに

行うことにより、取得日の到来をもって、本新株予約権 1 個当たりの払

込価額と同額で、当該取得日に残存する本新株予約権の全部又は一部を

取得することができるものとする。一部取得をする場合には、抽選その

他の合理的な方法により行うものとする。 

本新株予約権者は、株式会社東京証券取引所における当社普通株式の取引

終値が 20取引日連続して行使価額の 50％を下回った場合には、当社に対

して書面で通知することにより、本新株予約権の全部又は一部の取得を

請求することができる。当社は、当該取得請求にかかる書面が到達した

日の翌取引日から起算して 14 取引日目の日において、本新株予約権 1 個

につき本新株予約権１個当たりの払込金額と同額で、当該取得請求にか

かる本新株予約権の全部を取得する。 
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新株予約権の行使保証期

間 

新株予約権の行使期間中、株式会社東京証券取引所における当社普通株式

の取引終値が 10取引日連続して行使価額を 20％以上上回っている場合、

本新株予約権者は、当該取引期間を新株予約権の行使保証期間として株

式会社東京証券取引所における当社普通株式の 10取引日の１日平均出来

高の 10％に相当する本新株予約権の行使を保証する。但し、当初の新株

予約権の行使保証期間が終了した場合、さらに新株予約権の行使保証期

間を設定することができる。 

なお、ある新株予約権の行使保証期間の終了日と他の新株予約権の行使保

証期間の開始日は最低５取引日以上の間隔をあけるものとする。 

新株予約権の譲渡に関す

る事項 

本新株予約権の当該権利の譲渡については、当社の取締役会の決議による

承認を要するものとする。 

新株予約権証券の発行 当社は、本新株予約権に係る証券を発行しない。 

代用払込みに関する事項 該当事項はない。 

組織再編成行為に伴う新

株予約権の交付に関する

事項 

該当事項はない。 

（注） １．本新株予約権の行使の方法 

 (1）本新株予約権の行使を請求しようとする本新株予約権者は、所定の行使請求書に、

行使 請求しようとする本新株予約権を表示し、請求の年月日等を記載してこれに

記名押印した 上、上記表中「新株予約権の行使期間」欄記載の行使期間中に上記

表中「新株予約権の行 使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の行

使請求の受付場所に提出しなければならない。なお、行使請求の受付場所に対し

行使請求に要する書類を提出した者は、 その後これを撤回することはできない。  

(2）本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な全ての書類が、不備なく上

記表中 「新株予約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の

「新株予約権の行使請求の受付場所」に提出され、且つ当該本新株予約権の行使

に際して出資される財産 の価額の全額が上記表中「新株予約権の行使請求の受付

場所、取次場所及び払込取扱場 所」欄第３項に定める口座に入金された日に発生

する。 

２．株式の交付方法  

当社は、行使請求の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に関する法律（平成 13 

年 法律第 75 号）及びその他の関係法令に基づき、本新株予約権者が指定する口座

管理機関 の保有する振替口座簿の顧客口へ増加の記録を行うことにより株式を交付

する。  

３．その他  

当社は、本新株予約権の行使請求の効力発生後速やかに振替法第 130 条第１項に定

めるところに従い、当社普通株式を取り扱う振替機関に対し、当該新株予約権の行使

により交付される当社普通株式の新規記録情報を通知する。 
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（転換社債型新株予約権付社債発行要項） 

銘柄 

株式会社ウェッジホールディングス第３回無担保転換社債型新株

予約権付社債（以下「本新株予約権付社債」といい、その社債部分

を「本社債」、その新株予約権部分を「本新株予約権」という。） 

記名・無記名の別 
無記名式とし、本新株予約権付社債については、新株予約権付社債

券を発行しない。 

券面総額又は振替社

債の総額（円） 
金 116,000,000円 

各社債の金額（円） 金 2,900,000円 

払込金額の総額（円） 金 116,000,000円 

各社債の払込金額の

算定方法 

各社債の金額100円につき金100円 

 

確信株予約権付社債

の払込金額 
本新株予約権と引換えに金銭の払込を要しない。 

利率（%） 年利2.5％ 

利払日 毎年３月31日、６月30日、９月30日、12月31日 

利息支払の方法 

１.本社債の利息は、発行日の翌日から償還期日までこれをつけ、

償還日に支払う。 

２.１か年に満たない期間につき利息を計算するときは、１年を365

日とする日割をもってこれを計算する。 

３.利息を支払うべき日が銀行休業日にあたるときは、その支払は

前銀行営業日にこれを繰り上げる。 

４.償還期日後は利息をつけない。 

５.本新株予約権行使の効力が発生した本社債の利息については、

本新株予約権行使の効力発生日後はこれをつけない。 

６．利息の支払場所は、下記「申込取扱場所」とする。 

償還期限 平成32年8月16日 

償還の方法 

１．償還金額 

各本社債の額面100円につき金100円 

２．償還の方法及び期限 

(1) 本社債の元本は、平成32年8月16日にその総額を償還する。 

(2) 償還すべき日が銀行休業日にあたるときは、その前銀行営業

日にこれを繰り上げる。 

(3) 当社が上場している金融商品取引所における当社普通株式

の上場廃止が決定された場合、または当社が消滅会社となる

合併、吸収分割若しくは新設分割（吸収分割承継会社若しく

は新設分割設立会社が、本新株予約権付社債に基づく当社の

義務を引き受け、かつ本新株予約権に代わる新たな新株予約

権を交付する場合に限る。）、当社が他の会社の完全子会社

となる株式交換若しくは株式移転（以下「組織再編行為」と

いう。）を当社の株主総会（株主総会の決議を要しない場合

は取締役会）で承認決議した場合、当社は、当該上場廃止日

又は組織再編行為の効力発生日前に、残存する本社債の全部

（一部は不可）を額面100円につき金100円で繰上償還しなけ

ればならない。 

⑷ 当社は、本社債の発行日の翌日以降、本新株予約権付社債の

社債権者（以下「本社債権者」又は「本新株予約権付社債権

者」という。）に対して予め14暦日前までに書面により通知

したうえ、残存する本社債の全部又は一部を額面100円につ
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き金100円で、繰上償還することができる。 

⑸ 当社は、平成30年７月31日付の当社取締役会決議に基づき発

行した第10回新株予約権のいずれかをその発行要項に基づ

き取得する場合、その取得日前に、残存する本社債の全部（一

部は不可）を額面100円につき金100円で繰上償還しなければ

ならない。 

⑹ 償還期限が銀行の休業日にあたる場合は、その前銀行営業日

にこれを繰り上げる。 

⑺ 当社は、本社債権者と合意の上、本新株予約権付社債の発行

後いつでも本新株予約権付社債を買い入れることができる。

買い入れた本新株予約権付社債について消却を行う場合、本

社債又は本新株予約権の一方のみを消却することはできな

い。 

募集の方法 
第三者割当の方法により、BENEFIT POWER INC.に116,000,000円（額

面2,900,000円の40個）を割り当てる。 

申込証拠金（円） 該当事項はない。 

申込期日 平成30年8月16日 

申込取扱場所 
東京都中央区日本橋本町一丁目９番４号 

株式会社ウェッジホールディングス ビジネスサポート部 

払込期日 平成30年8月17日（金） 

振替機関 該当事項はない。 

担保 
本新株予約権付社債には物上保証及び保証は付されておらず、ま

た、本新株予約権付社債のために特に留保されている資産はない。 

財務上の特約 

（担保提供制限） 
該当事項はない。 

財務上の特約 

（その他の条項） 
該当事項はない。 

（注）１. 本新株予約権付社債については、会社法第254条第２項本文及び第３項本文の定めによ

り、本社債と本新株予約権のうち一方のみを譲渡することはできない。 

２. 社債管理者の不設置 

本新株予約権付社債は、会社法第702条但書の要件を充たすものであり、社債管理者は

設置しない。 

３．取得格付 

 格付けは取得していない。 
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（新株予約権付社債に関する事項） 

本社債に付された

新株予約権の数 

各本社債に付された新株予約権の数は、額面 2,900,000円あたり 1個とし、

合計 40個の新株予約権を発行する。 

新株予約権の目的

となる株式の種類 

株式会社ウェッジホールディングス 普通株式 

完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる

株式である。なお、単元株式数は 100株である。 

新株予約権の目的

となる株式の数の

算定方法 

本新株予約権の行使請求により当社が当社普通株式を新たに発行又はこれに

代えて当社の有する当社普通株式を処分（以下、当社普通株式の発行又は処

分を当社普通株式の「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の

払込金額の総額を転換価額（下記「新株予約権の行使時の払込金額」第２項

において定義する。ただし、同第３項によって調整された場合は調整後の転

換価額とする。）で除して得られた数とする。この場合に、１株未満の端数

が生じたときはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

新株予約権の行使

時の払込金額 

 

 

１．本新株予約権の行使に際して出資される財産の内容及びその価額   

  本新株予約権の行使に際しては、当該本新株予約権に係る本社債の全部

を出資するものとし、当該本社債の価額は、その払込金額と同額とする。 

２．転換価額 

  本新株予約権の行使により交付する当社普通株式の数を算定するにあた

り用いられる当社普通株式１株当たりの価額（以下「転換価額」という。）

は当初金 189円とする。 

３．転換価額の調整 

(1) 当社は、本新株予約権付社債の発行後、本項第(2)号に掲げる各事由に

より当社の普通株式数に変更が生じる場合又は変更が生じる可能性があ

る場合には、次に定める算式（以下「転換価額調整式」という。）をも

って転換価額を調整する。 

   なお、次の算式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式

総数（但し、当社普通株式に係る自己株式数を除く）をいう。この場合、

端数が生じたときは円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨

五入する。 

 

 

調整後 

転換価

額 

 

＝ 

 

 

調整前 

転換価額 

 

× 

既発行

株式数 
＋ 

新発行・処

分株式数 

 

× 
１株当たり

の払込金額 

 
１株当たりの時価 

既発行株式数 ＋ 
 

新発行・処分株式数 

 

 (2) 転換価額調整式により調整を行う場合 

①  時価を下回る払込金額をもって当社の普通株式を交付する場合 

②  当社の普通株式の株式分割等（当社の普通株式の株式分割又は当社の

普通株式に対する当社の普通株式の無償割当をいう）をする場合 

③  時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付する定めがある取得

請求権付株式又は時価を下回る価額をもって当社の普通株式の交付を受

けることができる新株予約権を発行する場合 

④  当社の発行した取得条項付株式又は取得条項付新株予約権の取得と引

換えに時価を下回る価額をもって当社の普通株式を交付する場合 

⑤  株式の併合、合併、株式交換、又は会社分割のため転換価額の調整を

必要とする場  

   合 
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⑥  本項に基づき転換価額が調整された場合において、本新株予約権の行

使請求をした新株予約権者に対しては、次の算出方法により、当社の普

通株式を交付する。この場合、１株未満の端数が生じたときはこれを切

り捨て現金による調整は行わない。 

 

株式数 ＝ 

調整前 

転換価額 

－ 
調整後 

転換価額 
× 

調整前転換価額により 

当該期間内に交付された株式数 

調整後転換価額 
 

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

額の総額 

金 116,000,000円 

新株予約権の行使に

より株式を発行する

場合の株式の発行価

額及び資本組入額 

1. 新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式１株の発行価額 

本新株予約権の行使により交付する当社普通株式１株の発行価額は、上

記「新株予約権の行使時の払込金額」欄記載の転換価額（転換価額が調

整された場合は調整後の転換価額）とする。 

2. 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及

び資本準備金 

本新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金

の額は、会社計算規則第 17条の定めるところに従って算出された資本金

等増加限度額に 0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生

じる場合にはその端数を切上げるものとする。増加する資本準備金の額

は、資本金等増加限度額より増加する資本金の額を減じた額とする。 

新株予約権の行使期

間 

本新株予約権付社債の社債権者は、平成 30年 8月 17日から平成 32年 8月

16日（本新株予約権付社債の払込み後）までの間、いつでも本新株予約権

を行使し、当社の普通株式の交付を受けることができる。 

新株予約権の行使

請求の受付場所、

取次場所及び払込

取扱場所 

１．新株予約権の行使請求の受付場所 

東京都中央区日本橋本町一丁目９番４号 

株式会社ウェッジホールディングス ビジネスサポート部 

２．新株予約権の行使請求の取次場所 

該当事項はない。 

３．新株予約権の行使請求の払込取扱場所 

株式会社みずほ銀行 芝支店 

東京都港区芝五丁目３４番７号 

新株予約権の行使

の条件 

1．本新株予約権の行使によって、当社の発行済株式総数が当該時点におけ

る発行可能株式総数を超過することとなるときは、本新株予約権の行使

を行うことはできない。 

2．本新株予約権の一部行使はできない。 

自己新株予約権の

取得の事由及び取

得の条件 

該当事項はない。 

新株予約権の譲渡

に関する事項 

本新株予約権付社債は、会社法第 254 条第 2項本文及び第 3項本文の定

めにより、本新株予約権又は本社債の一方のみを譲渡することはできな

い。 

代用払込みに関す

る事項 

本新株予約権の行使に際しては、当該各本新株予約権が付された本社債の

全部を出資するものとし、当該本社債の価額は、当該本社債の各社債の額

面金額と同額とする。 
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組織再編成行為に

伴う新株予約権の

交付に関する事項 

 

（注） 

   １ 本新株予約権の行使請求の方法及び効力の発生時期 

（1） 本新株予約権を行使しようとする本新株予約権者は、当社の定める行使請求書に、

行使請求しようとする本新株予約権の内容及び数を表示し、請求年月日等を記載

してこれに記名捺印した上、行使期間中に上記行使請求の受付場所に提出しなけ

ればならない。なお、上記行使請求の受付場所に対し行使に要する書類を提出し

たものは、その後これを撤回することはできない。 

（2） 本新株予約権の行使請求の効力は、行使請求に必要な書類の全部が別記「新株予

約権の行使請求の受付場所、取次場所及び払込取扱場所」記載の行使請求の受付

場所に到着した日に発生する。 

（3） 本新株予約権の行使に際して出資の目的とされる本社債は、上記「１ 新規発行

新株予約権付社債（第３回無担保転換社債型新株予約権付社債）」の償還期限の

定めにかかわらず、本新株予約権の行使の効力発生と同時に償還の期限が到来し、

かつ消滅するものとする。 

２ 株式の交付方法 

当社は、行使の効力発生後速やかに、社債、株式等の振替に関する法律（平成 13年

法律第 75 号）及びその他の関係法令に基づき、本社債権者が指定する口座管理機関

の保有する振替口座簿の顧客口へ増加の記録を行うことにより株式を交付する。  

３ 新株予約権付社債の引受け及び新株予約権付社債管理の委託 

  該当事項はありません。 

 

 

以  上 


